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秘密法と共謀罪に反対する愛知の会
学習セミナー
「デジタル独裁国家化に抗う」

「重要⼟地規制法案」は
戦前の要塞地帯法の
拡⼤再来だ !

海渡雄⼀
(表現の⾃由と開かれた情報のためのNGO連合)

憲法と国際⼈権規約に反する⽴法提案の
撤回を求めます 重要⼟地規制法案とは?
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法案の概要
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政府提出の閣法・法案だけれど・・・
▶ 本年3⽉26⽇、⽇本政府は「重要施設周辺及び国境離島等における⼟地等の利
⽤状況の調査及び利⽤の規制等に関する法律案」を閣議決定し、国会に提出した。

▶この法案は、昨年12⽉10⽇に⾃⺠党政務調査会がまとめた「安全保障と⼟地法制
に関する特命員会」の提⾔をもとに、閣法として提出されたものである。

▶法案提出にあたって、当初は連⽴与党の公明党は「まるで戦時下を思わせる⺠有地
の規制」(漆原良夫公明党前議員の「うるさん奮闘記」より)などとして強い難⾊を⽰して
いた。法案の微修正によって個⼈情報への配慮条項を付加すること、指定については、
「経済的社会的観点」から留意することを法⽂上に盛り込む⽅向などが確認されたために
法提案に応じた経緯がある。
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政府は2020年には⽴法事実がないと
答弁していた
▶ 法案の提出に⾄ったきっかけは、外国の基地周辺や国境離島での⼟
地取得に規制を求める⾃治体議員や⾃⺠党議員の要望でした。しかし
実際には外国⼈の⼟地取得によって基地機能が阻害される事実（⽴法
事実）が存在しないことが明らかになっている(2020年2⽉25⽇衆院
予算委員会第８分科会)。
▶法案は広く国が定める「重要施設」周辺の⼟地・建物の所有者や利⽤
者を監視し、⼟地・建物の取引や利⽤を規制している。
▶この法案は、市⺠の財産権を侵害し⼟地取引や賃貸を伴う経済活動
を停滞させるとの懸念の声があるが、それにも増して広く市⺠が監視され、
そのプライバシーと表現の⾃由が⼤きく損なわれる危険がある。
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5⽉11⽇の本会議代表質問には
答弁拒否

▶衆院本会議で5⽉11⽇、「重要施設周辺等における⼟地等利⽤状況調査・利⽤規制
等に関する法律案」（重要⼟地等調査法案）に関する趣旨説明と質疑が⾏われ、⽴憲
⺠主党の篠原豪議員が会派を代表して登壇。本法案が平常時の⼟地取引⾏為や私権
設定に⼤きな影響を及ぼすことから、（1）法案の⽬的や⼿段の合理性（2）規制対象と
なるべき⾏為（3）個⼈情報の取扱い⽅法――などに関する政府案の問題点を質問した。

▶「国⼟利⽤の実態把握等に関する有識者会議」が、防衛施設や国境離島周辺の⼟地
の利⽤を巡って「経済合理性を⾒出し難い、外国資本による広⼤な⼟地の取得が発⽣す
る中、地域住⺠をはじめ、国⺠の間に不安や懸念が広がっている」と指摘したことを受けて、
政府が今回の⽴法化に⾄っているため、「安全保障上重要な施設の周辺や国境離島など
で、安全保障上のリスクとなるような⼟地取引が⾏われたと認識しているか」と質問しました。

▶⼩此⽊内閣府担当⼤⾂は、安全保障のリスクを回避することを理由に「答弁は適当でな
い」と答弁を拒否した。
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すべての要件があいまいで
政令か総理⼤⾂の判断に委ねられている
▶ この法案は、法案中の概念や定義が曖昧で政府の裁量でどのようにも解釈できるものになっている。
まず、注視区域指定の要件である「重要施設」のうちの「⽣活関連施設」とは何をさすのかは政令で
定め、「重要施設」の「機能を阻害する⾏為」とはどのような⾏為なのかも政府が定める基本⽅針に
委ねている。
▶ 重要施設には⾃衛隊と⽶軍、海上保安庁の施設だけでなく、「その機能を阻害する⾏為が⾏わ
れた場合に国⺠の⽣命、⾝体⼜は財産に重⼤な被害が⽣ずる恐れのあるもので、政令で指定する
もの」を含むとされている。原発などの発電所、情報通信施設、⾦融、航空、鉄道、ガス、医療、⽔
道など、主要な重要インフラは何でも⼊りうる法案となっている。
▶調査の対象者のどのような情報を調べるのかについても政令に委任されている。さらに調査において
情報提供を求める対象者としての「その他関係者」とは誰か、勧告・命令の内容である「その他必要
な措置をとるべき旨」とはどのような⾏為を指すのかについては、政令で定めるという規定すらなく総理
⼤⾂の判断に委ねられている。
▶ このように刑罰を構成する要件規定が法律に明⽰されないということは、刑事法の基本原則すら
満していないものであり、刑罰の構成要件の明確性を求めている憲法31条、⾃由権規約9条にも違
反するものであるといわなければならない。
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法案条項の具体的な
問題点
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１．法案７条は、重要施設周辺の⼟地・建
物利⽤者の個⼈情報はことごとく収集され監
視されることを定めている

▶ 「施設機能」を阻害する⾏為やそれをするおそれがあるかどうかを判断する
ためには、その者の住所⽒名などだけでなく、職業や⽇頃の活動、職歴や活
動歴、あるいは検挙歴や犯罪歴、交友関係、さらに思想・信条などの情報が
必要となる。重要施設の周辺にいる者はこれらの個⼈情報を内閣総理⼤⾂
に収集され、監視されることになる。
▶法案３条は、「個⼈情報の保護への⼗分な配慮」「必要最⼩限度」などと
規定しているが、気休めともいえる規定が実効性のある⻭⽌めとなる保証はど
こにもない。
▶法案は思想良⼼の⾃由を保障した憲法19条、⾃由権規約18条、プライ
バシーの権利を保障した憲法13条、⾃由権規約17条に反する。
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２．具体的な違法⾏為がなくても特定
の⾏為を規制できる
▶ 「重要施設」の周囲や国境離島に住んでいるか仕事や活動で往来し
ている者に対して、政府の意向で調査することができ、「機能を阻害する
恐れ」があるとの理由で⾏動を規制できるようになります。
▶しかもその規制は命令に従わなければ懲役刑を含む罰則も含むという
苛烈なものです。このような法案は、居住・移転の⾃由を定めた憲法22
条、表現の⾃由を保障した憲法21条、⾃由権規約19条に反するものと
⾔えます。
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３．「関係者」に密告を義務付け、地域
や活動の分断をもたらす
▶法案８条は「重要施設」周辺や国境離島の⼟地・建物の所有者や利⽤者の
利⽤状況を調査するために、「利⽤者その他の関係者」に情報提供を義務付けて
いる。「関係者」は従わなければ処罰されるので、⾃らに関する情報を無理やり提
供させられる基地や原発の監視活動や抗議活動をする隣⼈・知⼈や活動協⼒者
の個⼈情報を提供せざるを得なくなる。

▶これは地域や市⺠活動を分断するものであり、市⺠活動の著しい萎縮に繋がり
ます。このような法案は、憲法19条と⾃由権規約18条が絶対的なものとして保
障している思想・良⼼の⾃由を侵害するものである。
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４．事実上の強制的な⼟地収⽤であ
る
▶ 法案11条によれば、勧告や命令に従うとその⼟地の利⽤に著しい⽀障が
⽣じる場合、総理⼤⾂が買取りを求めることができる。

▶命令に従わなければ処罰されるとなれば、やむなく買取りに従わざるを得な
いのであれば、これは重要施設周辺の⼟地の事実上の強制収⽤である。

▶⼟地収⽤法は戦前の軍事体制の反省に⽴ち、平和主義の⾒地から、⼟
地収⽤事業の対象に軍事⽬的を含めていなかった。軍事的な必要性から私
権を制限する法案は憲法前⽂と9条によって保障された平和主義に反し、さ
らには憲法29条によって保障された財産権をも侵害するものである。
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５．不服申⽴ての⼿段がない
▶権利制限を受ける市⺠は、本来それらの指定や勧告・命令に対して不
服申⽴てができるようにすべきであるが、法案にはそのような不服申し⽴て⼿
段は定められていない。
▶憲法31条に定められた適正⼿続きの保障すら著しく侵害するものである。
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法案のもたらす危険性
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１．膨⼤な量の個⼈情報の⼊⼿・蓄積・分
析のために情報機関が強化される

▶ この法案が成⽴した場合には、実際の調査では、聞き込み、張り込みはもちろ
ん、警備公安警察が現地で調査し収集した個⼈情報も⼊⼿されることになるだろ
う。

▶その収集や分析には相当な⼈⼿が必要であり、内閣情報調査室などの市⺠
監視のための情報機関の⼤幅な拡充や機能強化につながっていく恐れがある。
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２．基地や原発の監視⾏動も規制の
対象とされる
▶⽶軍機による騒⾳や超低空⾶⾏、⽶兵による犯罪に⽇常的に苦しめられている沖縄や神
奈川などの基地集中地域では、市⺠が⾃分たちの命と⽣活を守るために基地の監視活動
や抗議活動に⻑年取り組んできた。⾃衛隊のミサイル基地や⽶軍の訓練場が新たに作られ
たり、作られようとしている先島諸島や奄美、種⼦島でも同じ状況に置かれています。このよ
うな、⾃分たちの命と⽣活を守る当たり前の基地監視⾏動 を規制の対象にしているといえ
る。

▶また、その規制は南⻄諸島や基地周辺に限られない。原発をはじめ放送局、⾦融機関、
鉄道、官公庁、総合病院などの重要インフラの周辺にまで拡⼤適⽤される可能性がある。
⼤都市圏に住むほぼすべての⼈が監視と規制の対象となる可能性を含んでいる。このよう
な法案は、市⺠の多様な表現の⾃由を保障した憲法21条、⾃由権規約19条に反するも
のと⾔える。
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３. 法案は戦前の要塞地帯法の拡⼤版の再
来であり、憲法と国際⼈権法を著しく侵害す
るものであり、廃案・撤回するしかない
▶この法案は、⾃⺠党が憲法改悪で提案しようとしている「⾮常事態条項」を先取りする形
で市⺠の監視と権利制限を⽇常化させる法律である。

▶この法律は、戦前の社会を物⾔えない社会に変えた軍機保護法、国防保安法とセットで
基地周辺における写真撮影や写⽣まで、厳罰の対象とした要塞地帯法(明治32年7⽉15
⽇法律第105号)を、適⽤範囲を重要インフラ設備にまで拡⼤して再来させたものだといえ
る。

▶この法律が成⽴すれば、市⺠と市⺠団体の活動に対する萎縮は限りない連鎖を⽣み、戦
前のように、⽇本社会を沈黙の⽀配する社会へと変えてしまう危険性がある。安保関連施
設を厚いベールで隠し、⼀切の批判を封じることから、戦争に向かう政策を補強する戦争関
連法の⼀環であると⾔わざるをえない。

▶このような法案は決して成⽴させてはならない。私たちは、⽇本国憲法と国際⼈権⾃由
権規約に真っ向から反する、この⼈権侵害法案を撤回するよう求める。
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⽴憲⺠主党修正素案
は法案の危険性を解消
するものではない
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政府案にもない代執⾏制度を提案
第１に物件の除却等に係る代執⾏制度をつくり、実効性を向上するとし
ています。

(1) 国は、機能阻害⾏為に係る９条２項の命令を受けた者がその
措置を履⾏しない場合に、これを放置することにより公共の危険を⽣じ
させることが明らかであるときは、⾏政代執⾏法の定めるところに従い、
⾃ら義務者のなすべき⾏為をし、⼜は第三者をしてこれをさせることが
できること。

(2) 代執⾏を⾏うに当たり、過失がなくて９条２項の命令の対象
者を確知することができないときの⼿続規定（公告など）を設けること。
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私権制限を抑制する修正部分
罰則の削除はいいのだけれど・・・

第２に、私権制限を抑制するとして、事前調査のための権限を修正するとしてい
ます。

１ ⼟地等に係る報告徴収に関する罰則の削除
⼟地等利⽤状況調査のため必要があると認めるときに⾏う報告徴収につ

いて、これに応じなかった場合の罰則規定を削除すること。
２ 届出義務違反に対する罰則の削除

特別注視区域内における⼟地等に関する所有権等の移転等の届出義務
に違反した場合の罰則規定を削除すること。

３ 事後届出の範囲の拡⼤
特別注視区域内における⼟地等に関する所有権等の移転等の届出につ

いて、事後届出も可能とすること。
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公明党提案の経済的社会的観点から
留意するとの条項を削除
第３ 「重要施設」の指定に関して、これを限定するため、公明党との協議で⼊れられた留意
事項を削除し、基本⽅針の記載事項である「注視区域及び特別注視区域の指定に関する
基本的な事項」について、「指定に関し経済的社会的観点から留意すべき事項を含む」との
⽂⾔を削るとしている。

これによって、⼤都会でも、⾃衛隊、⽶軍施設の周辺は注視区域及び特別注視区域に指
定されることになってしまう。
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安全保障関連だけでなく、農地、⽔源地にま
で無限定に調査範囲を拡⼤を提案

第４に農地・⽔源地の調査に係る検討を⾏うとして、国⺠⽣活の基盤の維持及
び安全保障の観点から、農地及び⽔源地に関し、利⽤状況の調査及び利⽤の
規制を⾏うことについて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも
のとすることとしている。

安全保障関連だけでなく、農地、⽔源地にまで無限定に調査範囲を拡⼤しようと
しており、この点は問題点を拡⼤するものである。
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⽴憲⺠主修正素案によって問題点は解
消されない

▶このように、⽴憲⺠主党の準備中の修正素案は、防衛関係施設やインフラ施設周
辺の市⺠活動を広範に監視し、政府にとって都合の悪い活動を禁圧しようとする姿勢
を共有している。

▶注視区域や特別注視区域における調査協⼒拒否や特別注視区域における届出義
務違反に対する罰則だけは削除してはいるものの、その⼀⽅で「重要施設」の機能阻
害⾏為をするもの、またはその恐れのあるものが政府の中⽌命令に従わない場合に、
政府提案にはない代執⾏による強制的な措置を設けています。⼀歩踏み込んでいる
といえる。

▶加えて、「重要施設」の指定に関する留意事項を削除することで⼤都市市街地の
「重要施設」周辺まで、例外なく調査と規制の対象にし、さらに農地・⽔源地までも調
査と規制の対象に加えることを提案している。

▶この修正案は私たちNGOが緊急声明で指摘した10項⽬の問題点の何⼀つ解決
されてはおらず、むしろ問題を激化させていると評価できる。
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基地の周辺を外国に買い
占められたら困るのでは?
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なぜ、外国資本による⼟地取得規制で
なく、国⺠総監視なのか
▶この法案の出発点は外国資本による基地周辺の⼟地取得の規制にあった。そして、そもそも、その⽴法
事実の存否が疑問だった。

▶外国資本による安全保障上重要な⼟地買収の問題をめぐり、⾃⺠党の「安全保障と⼟地法制に関す
る特命委員会」（新藤義孝委員⻑）が2010年12⽉に政府に提出した提⾔は、⼟地の所有者情報を⼀
元的に把握できるデータベース設⽴を含む法整備を議員⽴法で検討するとしていた。その上で、政府には
検討中の⼟地管理のための関連法案を来年１⽉召集の通常国会に提出するよう求めた。

▶提⾔では、各省庁が個別に調査している⼟地に関する情報を⼀元的に把握できるデータベースを整備
する「総合的推進法」の制定を提案。基本⽅針として、（１）所有者が不明な⼟地を利⽤しやすくする
（２）⼟地関連台帳の充実（３）⼟地保有に関する情報連携や国⺠への開⽰－を掲げた。

▶政府に対しては防衛施設周辺や国境離島、重要インフラ施設周辺の安全保障上重要な⼟地につい
て、国籍を含めた所有者情報の収集や調査などを徹底するよう要請した。

▶この後段部分が⽴法化されたのが、今回の法案だ。

2021/5/24

内外無差別原則違反? GAT違反?
▶なぜ、外資規制をしないのか、政府の2020 年 12 ⽉ 24 ⽇ 「国⼟利⽤の実態把
握等に関する有識者会議」提⾔は次のように説明している。

▶「⼟地を巡る安全保障上の不安や懸念としては、外国資本等による⼟地の取得・ 利
⽤を問題視する指摘が少なくない。しかしながら、経済活動のグローバル化が 進展する
中、外国資本等による対内投資は、イノベーションを⽣み出す技術やノ ウハウをもたらす
とともに、地域の雇⽤機会創出にも寄与するものであり、基本 的には、我が国経済の持
続的成⻑に資するものとして歓迎すべきである。

▶ 今般の政策対応の⽬的は、安全保障の観点からの⼟地の不適切な利⽤の是正 ⼜
は未然防⽌であり、⼟地の所有者の国籍のみをもって差別的な取扱いをする ことは適
切でない。

▶また、専ら外国資本等のみを対象とする制度を設ければ、 内国⺠待遇を規定した、
サービス取引に関する国際ルールである GATS（General Agreement on Trade 
in Services）のルールにも抵触する」
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基地周辺の⼟地の外資取得を制限すれ
ば⼗分のはず

▶これでは、放送局の外資制限も内外無差別原則違反になる、不思議な論理だ。実
際には、特定の外国を仮想敵国としながら、それを法の明⽂に書くことができないとして、
内外平等に監視対象とするという帰結は、あまりに倒錯した論理であり、必要な範囲を
超えた、過度に広範な規制となっている。

▶政府の調査によれば、類似の制度として、⽶国では2020 年2 ⽉に、「外国投資リス
ク審査現代化法（FIRRMA）」の審査対象に、軍事施設近傍の不動産の購⼊等が
追加され、⼤統領に取引停⽌権限が付与された。

▶オーストラリアでは、「国防法」に基づき指定されるエリア内において、建造物の撤去等
が可能とされているほか、「外資による資産取得及び企業買収法」により、外国⼈が⼀
定額以上の⼟地の権利を取得する場合には、事前許可制の対象とされている。

▶仮に⽴法事実が否定できないとしても、基地周辺の⼟地の外資取得を制限すれば⼗
分のはずである。
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